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 本地区は、新潟県の中越地方の最西端に位置し、東頸城
ひがしくびき

丘陵と刈羽砂丘に囲まれて展 

開する刈羽平野に広がる柏崎市、刈羽村の１市１村にまたがる3,590haの水稲を中心とし
た農業地帯である。 

農業用水は、鯖石
さばいし

川、別山
べつやま

川及び鵜川
う か わ

に依存しているが、各河川とも流量が乏しく取 

水が困難であるため、現在、排水路を堰止めての反復利用等により農業用水の確保を図
っている。 
また、水田の区画は狭小であるとともに湿田で多くが占められ、非効率な営農を強い

られているのが現状である。 
このような状況に対処するため、本事業は３つのダムを築造し、取水施設及び用水路

等の新設、改修を行い、水供給の安定・合理化を図り、併せて関連事業により末端用水
路等の整備及び区画整理を行い大型機械の導入を促進し、農業経営の近代化と営農の合
理化を目指すものである。 

 受 益 面 積   3,590ha ［水田］（平成28年４月時点 3,468ha［水田］) 
主要工事計画 ダム３箇所(新設)、頭首工２箇所(改修) 

幹線導水路5.7km(新設)、右岸幹線用水路2.4km(改修) 
国営総事業費 42,000 百万円（平成29年度時点 49,006百万円） 
工 期 平成９年度～平成34年度予定（施設機能監視制度適用期間を含む） 
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【事業の進捗状況】 
平成28年度までの進捗率は事業費ベースで91％となっており、栃ヶ原ダム及び後谷ダ

ム並びに頭首工等については、平成22年度に供用開始している。 
市野新田ダム関係の施設は現在整備中であり、それ以外の２ダム及び取水・配水施設

については、柏崎土地改良区及び柏崎市により適正に管理され、農業用水の公平な配分
が行われている。

【関連事業の進捗状況】 
県営かんがい排水事業２地区、県営ほ場整備事業等10地区、団体営かんがい排水事業

等９地区を計画しており、平成28年度までの関連事業全体の進捗率は事業費ベースで
29.4％であり、うち県営かんがい排水事業は68.2％、県営ほ場整備事業等は23.0％、団
体営かんがい排水事業は14.7％である。

【農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化】 

１．社会情勢及び地域産業の動向 

(1)総人口の動向 

本地域(柏崎市(旧柏崎市、旧刈羽郡西山町、旧高柳町[受益外])と刈羽村：以下｢本
地域｣）の総人口は、平成７年の107,129人から平成27年の91,644人へと14.5％減少し
ている。なお、新潟県の総人口の減少率は7.4％(平成７年:2,488千人→平成27年:2,305
千人)となっている。 

(2)世帯数の動向 

本地域の世帯数は、平成７年の35,092世帯から平成27年の35,243世帯と0.4％増加し
ている。一方、新潟県においては、世帯数の増加率が12.0％(平成７年:757千世帯→平
成27年:848千世帯)となっている。 

(3)産業別就業人口の動向 

本地域の第一次産業の占める割合は平成７年の8.8％(4,964人)から平成27年には 
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3.6％(1,574人)と5.2ポイント減少している。一方、第三次産業の占める割合は、平成
７年の48.6％から平成27年には60.3％と11.7ポイント増加している。 

２．地域農業の動向 

(1)専兼業別農家数の動向 

本地域の総農家数は、平成７年の6,223戸から平成27年には2,508戸となっている。 
一方、専業農家数は平成７年の469戸から平成27年の413戸と56戸減少しているが、

割合は平成７年の7.5％から平成27年では16.5％と9.0ポイント増加している。 

(2)経営規模別農家数の動向 

本地域の経営規模別農家数は、平成７年から平成27年にかけて5.0ha以上の販売農家
の割合が1.2％から7.9％と6.7ポイント増加している。 

(3)経営耕地面積の集積割合の状況 

本地域の平成27年における経営規模5.0ha以上の農業経営体が耕作している面積の
集積割合は、約57％（4,050haのうち2,303ha）となっている。新潟県全体では、5.0ha
以上の規模の集積割合は約46％となっており、新潟県全体よりも本地域では経営規模
が大きい農家の割合が高くなっている。 

(4)年齢別農業就業人口の動向 

本地域の農業就業人口は、平成７年の5,934人から平成27年には2,114人と、3,820人
(64.4％)減少している。また、70歳以上の占める割合は24.8ポイント増加している。 

(5)認定農業者数の動向 

平成27年の認定農業者数は277経営体となっており、平成８年時点の48経営体から
5.8倍に増加している。近年は、認定農業者数・経営耕地面積ともに減少傾向にある。

(6)農業生産法人等の動向 

本地域の農業生産法人数は平成７年の17法人から平成27年には62法人に増加してお
り、農事組合法人及び会社の形態が増加している。 

(7)耕地面積の動向 

本地域の平成27年の耕地面積は微減傾向にある中で、１戸当りの経営耕地面積は平
成７年の1.01ha/戸から平成27年には1.95ha/戸とほぼ倍増している。 

(8)耕作放棄地面積の動向 

本地域の平成27年における耕作放棄地面積は172haであり、平成７年の250haと比べ
ると78ha（31.1％）減少しており、平成12年をピークに近年は減少傾向にある。 

(9)主要な作物の作付面積の動向 

水稲は、本地域の基幹作物として生産振興が図られており、平成27年までの推移を
みても安定している。大豆は年ごとの作付面積が変動しているが、転作作物として振
興が図られている。野菜(作付面積上位３品目)について、平成18年までの作付面積や
単収の推移は、ほぼ安定していたが、統計項目の見直しにより平成19年以降の状況は
確認できなかった。 

(10)農業産出額の状況 

平成26年における本地域の農業産出額は51.7億円であり、全体に占める米の割合は
76.0％と新潟県平均の52.9％に比べて23.1ポイント高くなっており、本地域の基幹作
物となっている。 
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【事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無】 

(1)受益面積 

現在まで事業計画の重要部分の変更が必要となる受益面積の変動は生じていない。
・平成８年：3,590ha→平成27年:3,468ha（3.4％減） 

(2)主要工事計画 

現在まで、栃ヶ原ダム、後谷ダム、市野新田ダム及びその他の施設については、現
計画どおりに整備することとしており、事業計画の重要な部分の変更が必要となる工
事計画の見直しは生じていない。 

(3)国営総事業費 

平成29年度における国営総事業費は49,006百万円であり、資材価格の物価変動等の
事業費増加額3,235百万円を除いた場合、現計画の42,000百万円の9.0％の増となって
おり、事業計画の重要な部分の変更が必要となる変動とはなっていない。 

【費用対効果分析の基礎となる要因の変化】 

本地区では、農業用水の安定供給及び生産基盤の改善による農業生産向上効果のほか、
受益農家の労働の投入及び営農経費の節減などの農業経営向上効果が主な効果として見
込まれている。 

１．農業振興計画等の見直し状況 

平成19年４月に関係２市村において「水田農業ビジョン」が新たに策定(平成28年変
更)され、水稲を主体に大豆、野菜等の複合経営の推進及びコスト削減、品質向上を図
るとともに、担い手農家の育成・支援、農地の利用集積を進め、生産性の高い農業経
営を目指すこととしており、農業用水の安定確保や面整備等の基盤整備の実施により、
一層の農業生産の向上や農業経営の向上等の効果が期待される。 

２．農産物の動向 

(1)農産物の価格 

基幹作物である米の価格は、平成２年～６年の平均値311円/kgから平成27年の261
円/kgと低下しているが、近年は横ばいとなっている。その他の作物については需給の
動向により価格変動が生じている。 

(2)単位当り収量 

気象的要因などにより多少の変動はあるが全体的に横ばい傾向で、水稲については
平成２年～６年の平均値498kg/10aから平成27年は503kg/10aとなっている。 

なお、費用対効果分析の結果は以下のとおりである。 

妥当投資額(Ｂ)   93,878 百万円：（現行計画：76,458百万円） 

総事業費(Ｃ)     89,375 百万円：（現行計画：76,100百万円） 

投資効率(Ｂ/Ｃ)    1.05 ：（現行計画：1.00 ） 

注)総事業費には関連事業を含む。 
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【環境との調和への配慮】 

本事業では、柏崎市、刈羽村及び旧高柳町の田園環境整備マスタープラン並びに旧西
山町農村環境計画との整合、関係機関・地元との調整を図り、下記のように景観や生態
系などの環境との調和に配慮した対策を講じている。 

①栃ヶ原、後谷、市野新田の各ダムについて、環境影響事前調査と併せ関連事業と調
整し、ダム周辺環境整備計画を策定した。

②栃ヶ原ダム及び後谷ダムにおける環境影響調査の結果については、工事の実施によ
る影響は軽微であるとされたが、平成15年度から地域の小学生の参加の下で一部の
動植物については移植等を行い、現在も環境モニタリングを継続して実施している。

③市野新田ダムについては、平成12年度から環境影響調査を行った結果、工事実施に
より影響するものは軽微であったが、調査の結果確認された貴重種の移植地や保全
エリアの設置について、有識者による環境保全委員会を開催し整備計画を作成した。
同計画に基づき、ダム水没予定地の動植物の一部について、地域住民や柏崎市が主
催する「田んぼの学校」等の協力を得ながら、柏崎市が近傍に整備を進めている湿
性植物園等への移植・補植作業を実施しており、現在はモニタリング調査を実施し
ている。

④右岸幹線用水路については、従来から洗い場等に利用されるなど地域用水として地
元集落に親しまれていたことから、用水路改修に先立ち、平成15～16年度にかけて
ワークショップを開催し、地域住民の意向を反映した水路計画図を作成し、整備を
行っている。

⑤後谷ダム周辺の付替道路等法面では、ダム工事に伴い発生した伐採木をチップ化し
基盤材に利用することにより、法面植生の造成、廃棄物量の減量に取り組んだ。

【事業コスト縮減等の可能性】 

本地区では、コスト縮減と品質確保の両立を基本的方針として、工事コストやライフ
サイクルコスト、社会的コストの低減を図ってきた。 

・原石山からの盛立材料搬出は、当初、関連工事で使用している搬入搬出ルートとして
いたが、地元調整を積極的に行った結果、着工時点で使用不可とされていた道路を利
用することが可能となり、運搬距離が低減でき、コスト縮減を図った。 

・付替道路の橋梁工事において、従来のボックスカルバートからプレキャストアーチ（テ
クスパン工法）を採用した結果、河川を掘削せずに施工することが可能であり、河川
の仮廻しが不要となり、コスト縮減を図った。 

【関係団体の意向】 
本事業は、水稲を中心とした単作型の農業地域において、恒常的な用水不足を解消し、生産

性の向上や農業経営の発展に貢献するものである。 
 既に供用を開始している栃ヶ原ダム、後谷ダム等の水利施設からは農業用水が安定的に供給
されたことにより、米の品質向上やほ場整備の促進等の事業効果を確認しているところである。
 今後、市野新田ダム等の完成及び関連する農業水利施設の整備や農地整備の推進により、更
なる事業効果が期待されることから、引き続き、関係機関と連携を図り、事業完了に向けて着
実な事業推進に努めるとともに、コスト縮減、環境との調和にも一層取り組むよう要望する。
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【評価項目のまとめ】 
本地域は、水稲を中心とした単作型の農業地域であり、農業は重要な基幹産業である。 
地域農業の動向としては、総農家数や基幹的農業従事者は減少傾向にある一方、農地の集積

等により大規模経営農家数や一戸当たりの経営耕地面積は増加しており、認定農業者数や農業
生産法人数も増加傾向にあり、地域農業の持続的な発展が見込まれる。 
本事業により、栃ヶ原ダム、後谷ダム及び市野新田ダムを水源として安定的な農業用水を確

保し、農業生産基盤の整備を行うことにより、地域の農業経営の合理化・近代化に大きな効果
が見込まれる。 
主要施設の整備については、平成９年度の着工から平成28年度までの事業進捗率は約91％と

なっており、栃ヶ原ダム及び後谷ダムは平成22年度より供用開始され、地元の管理により有効
に活用されるなど、事業効果が発現してきている。 
関連事業については、国営事業におけるダム建設により水源が確保されることによって、ほ

場整備等の関連事業が推進されてきている。今後は供用を開始している栃ヶ原ダム、後谷ダム
に係る関連事業をより推進するとともに、建設中の市野新田ダムに係る関連事業について計画
的に推進し、本事業の効果を早期に発現させる必要がある。 
また、事業計画の重要な部分の変更の必要性は無く、費用対効果分析の基礎となる要因につ

いて、農産物価格などの変動は見られるものの、事業の効率性に影響を及ぼす変化は見られな
い。 
本事業に対する地元の期待は大きく、地域の農業を将来的に支えていく上で重要な基盤の整

備であり、今後ともコスト縮減と環境との調和への配慮に努めるとともに、市野新田ダム本体
及び関連工事を円滑に推進し、事業効果の早期発現に向けて、着実に事業を推進していく必要
がある。 

【技術検討会の意見】 
本事業は水源として３基のダムを築造するとともに、取水施設や用水路等を新設改修するこ

とにより、安定的かつ効率的な水供給を可能とするものである。また、それを契機とした区画
整理を関連事業において実施することで、営農の大型機械化及び経営の規模拡大や高収益化を
図るものである。既に供用を開始している２基のダムの受益地域では、安定的な用水供給が可
能となる中で順次ほ場整備も進められ、農作物の品質向上や経営規模の拡大等の事業効果が確
認されているところである。 
今後とも、更なるコスト縮減や環境との調和に配慮しつつ、残工事である市野新田ダム工事

及びその関連工事の早期完了を求める。また、本事業及び他事業で建設される８基のダムを観
光資源として活用しつつある地元自治体とも連携し、引き続き農業水利施設の果たす役割につ
いて、受益農家、地域住民はもとより、広く県民への理解促進を図られたい。 
併せて、事業完了前に国営事業所が中心となって関係機関との調整のもと、３基のダムを適

切に操作・維持管理するために、関係土地改良区、関係自治体が主体となる持続的な体制が確
立されることを希望する。 

【事業の実施方針】 
引き続きコスト縮減や環境との調和への配慮に努めつつ、平成 31 年度の事業完了に向けて、

施設管理への移行が円滑に行われるよう予定管理者との調整を図り、関係団体と連係し事業を
着実に推進するとともに、農業水利施設の果たす役割についての理解促進を図る。 
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・農林水産省統計部（平成13年）「2000年農林業センサス新潟県統計書」農林水産統計協会 

・農林水産省統計部（平成18年）「2005年農業センサス新潟県統計書」農林水産統計協会 

・農林水産省統計部（平成23年）「2010年農林業センサス新潟県統計書」農林水産統計協会 

・平成23年集落営農実態調査報告書(http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/einou/index.html) 

・Ｈ23年度県営及び団体営土地改良事業の経済効果測定のための諸基準値等について（新潟県農地部農地計画

課） 

・柏崎市遺跡分布地図（柏崎市教育委員会） 

・平成20年度中山間地域総合整備事業別俣地区調査計画業務３次委託経済効果算定資料 

・平成21年度県営経営体育成基盤整備調査計画高田北部地区調査計画業務２次委託報告書平成22年3月 

・Ｈ22新規希望県営中山間地域総合整備事業西山内郷地区その２ 

・平成21年度県営中山間総合整備調査計画(一般型) 西山内郷地区調査計画業務３次委託平成22年2月 

・県営善根地区区画整理事業計画書経営体育成基盤整備事業(面的集積型) 



幹 線 導 水 路 5.7km

右 岸 幹 線 用 水 路 2.4km

栃 ヶ 原 ダ ム 堤高:52.7m、堤長:152.5m、有効貯水量2,300千m3

善 根 頭 首 工 取水水門　2.6m×1.0m×1門

藤 井 頭 首 工 取水水門　2.7m×1.6m×1門

藤井頭首工、幹線導水路、右岸幹線用水路

後 谷 ダ ム 堤高:27.0m、堤長:288.0m、有効貯水量1,100千m3

市 野 新 田 ダ ム 堤高:26.7m、堤長:199.0m、有効貯水量1,600千m3

事　　　　業　　　　概　　　　要

柏崎周辺（一期） 栃ヶ原ダム

国営かんがい排水事業　柏崎周辺地区　　事 業 概 要 図

柏崎周辺（二期） 後谷ダム、市野新田ダム、善根頭首工

後谷ダム

甲戸導水路

甲戸取水工

右岸幹線用水路

藤井頭首工

刈羽村

柏崎市

善根頭首工

栃ヶ原ダム

頭 首 工

受 益 地

ダ ム

取 水 工

用 水 路

市 町 村

用水路(管）

市 町 村

H28年度迄

H29年度以降

幹線導水路

市野新田ダム

市野新田導水路

市野新田取水工

栃ヶ原ダム

後谷ダム

市野新田ダム

水稲 大豆


	10 地区別評価結果
	地区別評価結果
	2

	11 ふらの（北海道）個票2
	12 別海西部（北海道）個票2
	13 那珂川沿岸（茨城県）個票2
	14 柏崎周辺（新潟県）個票2
	
	01_概要図（２色）【柏崎】H29実計（再評価用最終）7.31


	15 肝属中部（鹿児島県）個票2
	16 沖永良部（鹿児島県）個票2
	17 サロベツ（北海道）個票



